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１ 日本史における時代区分について
「歴史を思惟することは確かにこれを時代区分することである」??と言われるように歴史学におい
て時代区分は最も大切なことの一つである。現代では古代→中世→近世→近代と４区分する歴史観
が一般的である。
しかし、上山春平氏は、歴史の時代区分に「文明」を重視することを提唱している。上山氏は「文
化」とは、「人間集団の生活様式」??、「文明」とは、「ある水準以上に発達した社会の文化」??とそれぞ
れ定義している。そして、第一次文明社会として農業社会の文明を、第二次文明社会として工業社
会の文明を考えている。氏による時代区分は、自然社会→農業社会（第一次文明社会）→工業社会
（第二次文明社会）の３区分となる。そして、日本史においては天皇制を文明史的な時代区分に組
み込んでいる??。西暦700年頃までを自然社会（成文以前の天皇制時代）、700年頃から1900年頃まで
を農業社会（律令的天皇制の時代）、1900年以降を工業社会（憲法的天皇制の時代）として日本史の
時代区分をおこなっている??。
尾藤正英氏も、わが国歴史学界が通常採っている古代→中世→近世→近代という４分割する時代
区分を批判している。氏は日本史は大きく２分割できると考えている。南北朝動乱、戦国時代を経
ると明らかに史料の性質も異なり断続がみられる。反対に、奈良・平安時代と鎌倉・室町時代の繫
がりが深いことを指摘している??。また、明治維新以前と以後では西洋文明が入ってきたことでは変
化がみられるが、社会の実際の組織、特に農村の組織を考えてみると、当時の人口の90％が農民で
あったので、農村の組織が社会組織の大部分であったといえる。しかし、明治維新以前と以後とで
は、農村の社会組織の変化はほとんどみられなかった。江戸時代において、名主あるいは庄屋とい
われたものが戸長となったり村長となったりしたが、実質上の共同体組織に変化は余りなかった。
このことから、氏は近世→近代への移行期に余り変化がないことから区分する必要がないと考えて
いる??。
このように時代区分に対する批判が存在するが、中学校・社会科、高等学校・地理歴史科の『学
習指導要領』の「内容」をみると、
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中学校社会科??では
①歴史の流れと地域の歴史
②古代までの日本
③中世の日本
④近世の日本
⑤近現代の日本と世界
高等学校の「日本史 B」??では
①歴史の考察
②原始・古代の社会・文化と東アジア
③中世の社会と東アジア
④近世の社会・文化と国際関係
⑤近代日本の形成とアジア
⑥両大戦期の日本と世界
⑦第二次世界大戦後の日本と世界
となっており、原始→古代→近世→近代とする時代区分を採用している。
こうした時代区分はマルクス主義から強い影響を受けている。わが国歴史学界はマルクス主義の
強い影響の下で戦前より膨大な研究の積み重ねがある。そのため、マルクス主義の影響を受けた時
代区分が一般的になったため???であろう。
ヨーロッパ史は、本来は古代＝奴隷制、中世＝封建制、近代＝資本制と３区分されている。しか
し、日本には江戸時代という時代が存在するため、「近世」を加えているので４区分となっている。
そのため多くの 中世史家は「近世」を封建後期と捉えている。しかし、周知の安良城盛昭説???に賛
同する多くの近世史家は幕藩体制こそが封建制であると捉えている???。このため論争が生じたのは、
そもそもヨーロッパ史の時代区分を世界史の法則と考えて日本史にあてはめようとしたためであ
る。封建制から資本制へ移行したことがヨーロッパも日本も共通であったためマルクスが考えた史
的唯物史観が世界史の科学的な法則と見做されたためであった。
しかし、1989年の東西冷戦終結、91年のソビエト連邦の消滅は、マルクス主義による歴史解釈を
説得力のないものとした。世界史の法則をあてはめる歴史観はもはや成り立たない。
マルクスは、『経済学批判』で「生産関係の総体は社会の経済的機構を形づく」???り、これが土台と
なり、その上に「法律的、政治的上部構造がそびえた」???つとしている。つまり、経済＝下部構造が
社会的、政治的、精神的生活過程一般を規定するのである。史的唯物史観は経済学と密接の関係が
ある。マルクスは、経済学の大著『資本論』を完成させたほどである。それ故、本稿では特に経済
史を中心として考察することとする。以下において、最近の経済史の学界での研究成果を参考にし
ながら考察していくことにしよう。
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２ 川勝平太氏の「東アジア木綿文化圏」
川勝平太氏による「東アジア木綿文化圏」の発見は、研究史において画期的な業績であると言え
る。以下、氏の研究???よりこれを簡単にみていくことにしよう。
18世紀前半のイギリスではキャラコと総称されるインド木綿がイギリスに大量に流入していた。
しかし、イギリスは、1760年代より紡績部門で様々な発明がおこなわれた。アークライトの水力紡
績機、ハーグリブスのジェニー紡績機、クロンプトンのミュール紡績機などである。紡績部門に続
いて織布部門でも発明がおこなわれ、1820年代までには力織機が改良され普及した。このため機械
で生産された綿布が逆にインドへ流出した。
この結果インド綿業はどうなったかというと、1834年、インド総督はイギリス本国に対して「こ
の窮乏たるや商業市場類例をみない。インド木綿職工の骨がインドの野を白く覆っている」???と報告
している。インド木綿業が壊滅したとの報告である。機械で生産されたイギリス綿業と手工業段階
のインド綿業との生産力の差は雲泥の差であった。インド綿業が壊滅するのは必然的であった。
ところで、わが国はどうであったかというと、1858（安政５）年の安政の５ヵ国条約によってわ
が国は翌年59年７月より欧米列強との通商を開始した。そのためイギリスより輸入綿製品が流入し
た。ところが周知のようにわが国には関税自主権がなく輸入品の流入を国家として防衛する手立て
がなかった。また、わが国綿業はインドと同様、手工業の段階であった。それにイギリスは1830年
代よりも生産力を上げている。にもかかわらず、わが国綿業は、破壊されるどころか反対に明治以
降飛躍的な進歩をとげ、基軸産業にまで発展した。江戸時代末にはわが国には各地に在来機業地が
存在していた。もし、インドのようにこうした在来の機業地が破壊されていたら明治以降のわが国
の経済的な発展はなかったであろう。
川勝氏はわが国綿業がインドのようにならなかった疑問に対して次のように答えた。氏は、まず
当時イギリスで使用されていた綿布とわが国で使用されていた綿布の品質の差異に注目した。そし
て、イギリス綿布は薄地布でわが国綿布は厚地布であることを見つけ出した???。氏は綿布の原料とな
る綿糸を太糸（24番手???以下）、中糸（28～32番手）、細糸 （36番手以上）と分類した???。
わが国で使用されていた綿糸は太糸が使用され、イギリスで使用されていた綿糸は細糸が使用さ
れていたことを実証した。氏はさらに綿糸の原料となる綿花では、日本では短繊維綿花が生産され、
イギリスでは長繊維綿花が輸入され（イギリスはアメリカ南部より綿花を輸入していた。綿花はイ
ギリスのような寒冷地では生産が不可能である。なお、わが国でも福島県より以北では綿花の生産
はできない）、それぞれ綿糸の原料として使用された。なおこの両者は同じ綿花ではあるが生物学的
にはかなり品種が異なる。19世紀後半のわが国とイギリスでは明らかに文化の相違があったのであ
る。つまり、東アジア（日本、中国、朝鮮）では短繊維綿花を原料とした太糸が生産され、それを
用いて厚地布が生産されたのに対して、欧米では、長繊維綿花を原料として細糸を生産し、それを
用いて薄地布を生産していたのである。これらは、次のように表すことができる。
東アジア木綿文化圏 短繊維綿花→太糸→厚地布
欧米木綿文化圏 長繊維綿花→細糸→薄地布
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このように異なる文化圏を形成していたのであり、両者は競合することはなかった???。イギリスか
ら輸入した薄地布は和服の裏地に使用されるなど用途が異なっていたのである。このため各産地名
がブランドとなるほど高度に発展していたわが国綿業は破壊されなかったのである。つまり、わが
国綿業が破壊されなかったのは欧米と異なる「東アジア木綿文化圏」を形成していたためである。
また、川勝氏はインドを厚地布と薄地布の両方を使用する混合型文化圏として分類している???。薄
地布の生産は、すでにみたようにイギリス綿業によって破壊されたが、インドでは東アジアと同
様、厚地布も使用されていた。イギリスによって触発され工業化されたインド紡績業は、日本に対
しても太糸を輸入した。このインド紡績業が日本綿業にとって脅威となったのである。しかし、日
本はインドと異なり独立国家であったことや明治政府の下での殖産興業政策も力となり、インド綿
業の脅威を払拭することに成功したのである???。川勝氏は、「東アジア木綿文化圏」のなかにあるイ
ンドと日本との競合関係の中で明治時代の日本の工業化を捉え直さなければならないと主張してい
る。
つまり、日本の工業化は東アジア木綿文化圏の中で自生的に発展していた綿業が欧米の技術を援
用することでさらに発展していったのである。
このことをイギリス綿業の輸入代替化と考えるのは誤りである。
３ 産業革命批判
近年、学界でも「産業革命」という用語が使用されない場合がある。『学習指導要領』でも「近代
産業の発展」???という語を使用している。
しかし、文部科学省の『高等学校学習指導要領解説 地理歴史編』では、「ここでは産業革命の発
展に伴って近代産業が発展し、資本主義が確立した」???と記載されており「産業革命」という用語が
使用されている。
最近、「日本産業革命」について研究史を整理している。鈴木淳氏???によると「産業革命」は、「マ
ルクス主義経済学・歴史学に依拠する議論」???である。また、日本産業革命は「言葉としては一般的
でありながら、時期については学問的規定がマルクス主義の枠組みの中だけで論じれた」???のであ
る。つまり、封建制から資本制への移行を重視するマルクス主義的な歴史観を持たなければ「産業
革命」という用語はその意味合いが薄れる。マルクス主義的な理解によれば、「産業革命とは、機械
の発明と利用を基礎として資本制様式が全社会的に確立する過程である」???と理解されている。ま
た、「しばしば誤解されるように、技術革新一般」???ではない。技術革新＝工業化よりも資本主義の確
立、つまり資本家と労働者に分離した社会を成立させるのが「産業革命」なのである。つまり、マ
ルクスの言う原始的蓄積の最終局面として理解される。
かつて大塚久雄氏は、「イギリス産業革命は、まさしくそれ自身《the Industrial Revolution》だ
ということができる」???と述べている。イギリス産業革命こそが産業革命のモデルであり、他の資本
主義国の産業革命はイギリスおよび他の先進国の影響の下に展開した???と見做されたのである。
しかし、その「産業革命」のオリジナルとされるイギリスではどうであったかというと、東西冷
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戦時代は、日本の学界は明らかにマルクス主義的な歴史観を持ったが、これとは異なりイギリスの
経済史家の間ではマルクス主義に否定的な見解が現われ、産業革命に対して疑問視する???ものも現
われている。技術革新がおこなわれたのは産業革命期だけではない。あるいは、数量的にも産業革
命の時代よりもはるかに経済成長した時代が存在する。産業革命期は長期的に緩慢に農業社会から
工業社会へと変化して行ったのであり、断続的であるとか「革命的」であるなどとは考え難いとす
るなどの指摘である???。
「日本産業革命」のオリジナルとなるイギリス産業革命はイギリスでも見直す議論が起きている
のに、その理論を日本史に当てはめることはますます不可解なことになるだろう。また、この時期
に最も発展した産業は綿業であるが、川勝氏が明らかにしたように欧米とは異なる「東アジア木綿
文化圏」が存在しているのである。日本の工業化は、別の視点から議論していく必要があると言え
よう。
４ 「イギリス産業革命」に対して「日本勤勉革命」
もちろん学界では産業革命を経て資本主義が成立するという学説だけではない。速水融氏による
有力な学説もある???。速水氏は、日本は江戸時代に「勤勉革命（Industrious Revolution）」を経験
することによって工業化に成功したと主張している。速水氏は江戸時代に全国的に作成されていた
宗門改から家族構成を復元したり、数量経済学を援用して江戸時代の経済成長がこれまで考えられ
ていたよりも高い水準にあることを実証した???。そして、氏はこのことをイギリス産業革命と対比さ
せた。そして、産業革命、“Industrial Revolution”の「産業」を意味する“Industrial”の発生後
である「勤勉」を意味する“Industrious”という語を用い“Industrious Revolution”とし「勤勉
革命」と命名した。
経済学でいう生産三要素とは、資本・労働・土地である。イギリスは資本に特化し機械化し産業
革命を起こしたのに対して日本では、労働に特化し勤勉革命を起こしたのである。つまり、以下の
ように表すことができる。
イギリス産業革命 Industrial Revolution 資本集約的
日本勤勉革命 Industrious Revolution 労働集約的
速水氏は濃尾平野とその周辺地域の17世紀末と19世紀初頭を比較した。するとこの地域では人口
が増大したが、それとは反対に家畜数の減少が見られた。それに、生産性の高い平坦部ほど家畜の
減少が著しい。しかし、農業の生産力は明らかに上昇している。また一単位の生産に要する家畜エ
ネルギーの投入量は減少している。これは人力に代替されたためである。つまり、江戸時代におい
ては、農業技術の発展方向は、労働生産性の上昇をもたらすような資本の増大ではなく、人間労働
に依存する形態をとった。すなわち、家畜の労働に依存する犂を捨てて、反対に人間の肉体的な力
をエネルギー源とする鍬や鋤に代えた。また、肥料の多投は、除草という作業を増やし、その購入
資金を獲得するために農閑期にも副業をおこなうようになった。江戸時代の農民はそれ以前の中世
の農民と比較すれば長時間、激しく働いたと推定することができる???。
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また、速水氏は「勤勉革命」による歴史的意義を以下のように考えている。
①江戸時代に成立した家族経営の一般化は、家族を単位として経営の意志決定を可能とした。した
がって耕耘から収穫に至まで農作業の過程において農民は自分の判断で行動できるようになった。
いわゆる小農自立といわれる現象は、隷属身分からの解放だけではない。農業経営に対して自身が
責任を負うシステムの形成となった。その農業経営は、専ら勤労によって維持・発展するものであっ
た。
②長時間の激しい労働の遂行を通じて、江戸時代の農民は勤労の意味を知った。こうしたことは、
江戸時代以前においては、文字を知る上流階級が残した文献には、日常の労働から逃れたり、ある
いは世を捨てたりする志向すらあった。しかし、江戸時代に入ってからは勤労は徳とされた。江戸
時代後半には庶民レベルでも勤労は美徳、怠慢は悪徳という考えが浸透した。
③江戸時代に生まれたエートスは、西欧におけるプロテスタンティズムのような宗教的性格は持っ
ていなかった。これは、家族を通じて伝承していったものと考えられる。勤労的性向は宗教を媒介
とする必要がないのである。
④江戸時代の農民の激しい労働は報われるものであった。農民は僅かずつではあるが生活の向上を
期待することができた。農民生活の改善は、知識水準や娯楽の面でも進歩がみられた。こうした生
活水準の改善は勤労によって得られたものである。
⑤江戸時代の経験は明治以降の工業化に対する日本人の勤勉性として役立った。速水氏は工業化の
前提条件に国民の勤勉性も付け加えるべきであると提唱している。
⑥国民の勤勉性は超歴史的なものではない。日本人の勤勉性は17世紀以降に始まった特徴である???。
速水氏は、マルクス主義的な歴史観を正すだけでなくわが国に影響を与えてきたマックス＝
ウェーバーの理論に対しても批判している。こうした研究は速水氏を中心とした慶応グループ???に
よってさらに研究が進められている。
５ 「鎖国」批判
かつては、江戸時代に対しては海外との関係は遮断した「鎖国」という概念が存在していた。し
かし、近年は海外との関係を重視する見方が一般的になった。
最初に「鎖国」に対して否定的な見解を採った一人に、米国人のドナルド＝トビ氏???を挙げること
ができる。氏はそれまでの日本の学界の常識に捉われずに江戸時代の対外関係を分析し、むしろ江
戸幕府は積極的に対外関係を処理していたのだと主張した。特に初期の江戸幕府はその正当性を主
張するために外交使節を大いに利用している???。つまり、朝鮮、琉球の外交使節あるいはオランダ商
館長を将軍に謁見させることで外見だけでも外国が幕府に朝貢しているように見せ掛けることを演
出した。つまり、将軍の威光が外国にまで行き渡っていると国内に誇示することが狙いなのであっ
た。また、将軍は対外的には「大君」と名乗ることで東アジアでは中国皇帝より授けられる「国王」
の呼称を使用しなかった???。このことも中国を中心とした華夷秩序から抜け出し、外見だけでも日本
型華夷秩序を作り上げた積極的な外交であった。やがて幕府は、朝鮮国王へ宛てた書簡でも日本年
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号???を用い、長崎へ来航する中国船には日本国の年号が入った信牌を持たせた。しかもその信牌は、
「大清」という当時の中国の正式国名を用いず、「唐」という日本で使用されていた中国の俗称が用
いられたほどであった???。
このようにトビ氏が主張する積極的外交をわが国が展開できたのは、豊富な貴金属が存在してい
たためである。日本の銀と中国の生糸との交換が当時の貿易の大宗であった。実際、永積洋子氏が
明らかにしているように幕府はポルトガル船を追放する際もオランダがポルトガルの代わりに中国
の生糸を輸入できるかどうかを慎重に確認した上でポルトガルを追放しているのである???。対馬＝
朝鮮貿易に関しては、対馬藩主宗家の残した史料が存在する。それらを利用した田代和生氏の精力
的な研究によって、対馬＝朝鮮貿易はピーク時には長崎貿易を凌駕するとの推計が出されている???。
しかし、長崎の中国船の動向は、中国側の史料が全く存在せず日本側に断片的な史料しか存在して
いない。けれども、オランダ人は長崎で中国船の輸出入動向を長崎通詞などから調査しているため
こうした史料が大量に現存している???。これは、当時のオランダ人にとって中国船の動向は大変重要
であったためである。オランダ人も日本ではアジアの物産に大いに関わっていたのである。
『高等学校の学習指導要領解説』によると「鎖国体制については、幕府による貿易統制の強化や
禁教の徹底という側面とともに、決して対外貿易の完全な遮断を意味するものではなく、オランダ
とは長崎、中国とは長崎及び琉球、朝鮮とは対馬、北方貿易は松前藩やアイヌを通してそれぞれ交
易があったことを留意させる」???としている。確かに海外貿易をおこなわなかったとするいわゆる
「鎖国」に対しては否定的な見解をとってはいる。しかし、「幕藩体制のつながる観点から…兵農分
離政策を取り上げ」???ると述べている。つまり、鎖国を否定しながら幕藩体制を捉えようとしている
のである。
しかし、マルクス主義者によって考えられてきた従来の研究は、「鎖国を前提に確定した、兵農分
離と石高制によって特徴づけられている幕藩制社会の構造」???と捉えられている。幕藩体制は鎖国を
前提として成り立っているのである。封鎖された鎖国体制を前提とした幕藩体制を論じたこれまで
の研究史に依拠して、鎖国体制を封鎖的ではないとだけ修正してそのまま幕藩体制を論ずれば、論
理的に矛盾が生ずることになろう。
６ アジア間競争
従来は欧米を中心として歴史を捉えてきたが近年はアジアを中心に捉える歴史観が盛んになりつ
つある。そこで以下最近の研究を簡単にみていくことにしよう。
かつて S.B.ソウル氏は19世紀末から20世紀初頭のイギリス貿易を研究し、世界はロンドンを中心
とする多角貿易が成立している???ことを明らかにした。これを引き継いだ杉原薫氏は、イギリス＝イ
ンド間の貿易に注目した。インドがイギリスに対してこの時代、平均6,000万ポンドもの送金をして
いたことに着目し、これを可能とした理由について研究した???。氏によればインドはイギリスに触発
されて工業化し、特に綿製品を基軸として他のアジア諸国に輸出し外貨を得ていたのである。そし
てこの期間アジア間貿易は拡大を続けた。インド―中国貿易（最初は周知のアヘン貿易が中心???で
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あった）が形成され、やがては日本、東南アジアへと広がっていった。インドを中心とした綿業を
基軸とするアジア間貿易が出現する???のである。
アジア間貿易においては19世紀後半はインドを中枢国家（Indian Centric）と見做すことができ
る。やがて日本の工業化によってインドは日本にその地位を奪われる。つまり、日本がアジアにお
ける中枢国家（Japanese Centric）になり代わったのである???。
国際貿易を基にアジア間貿易の出現を論じた杉原薫氏の研究は、日本国内の研究を広げて東アジ
ア木綿文化圏を提唱した川勝平太氏の研究とは視点が異なる???が一致する点も多いと言えよう。
東洋史においてもアジア間貿易を補完する議論が浜下武志氏によって朝貢貿易のシステム???とし
て捉えられている。こうした研究動向???は、中国（アジア）から世界史を捉え直しているのであり、
従来のヨーロッパ中心の史観とは異なるものである。
また、幕末の開港によって日本に与えたインパクト、いわゆる「外圧」とは、横浜の巨大商社ジャー
ディン＝マセソン商会のようなヨーロッパの資本であると捉えられてきた???。しかし、日本の商人を
圧迫したのはむしろ神戸などに拠点を持つ中国商人（華僑）であった。古田和子氏は「上海ネット
ワーク」???という用語を使い、日清戦争以前の上海を中心とした華僑商人網の実態を明らかにした。
これまでヨーロッパ商人に支配されていた買弁くらいにしか理解されていなかった中国商人は強力
な商人集団であった。金巾などのイギリス綿製品ですらイギリス人が直接取引するのではなく、上
海をセクターとする華僑商人が日本へ輸出していた実態が明らかになった???。また、籠谷直人氏は中
国商人（華僑）やインド商人（印僑）などの国家を越えた商人網の存在や彼らの日本との関わり合
いなどを明らかにしている。華僑、印僑商人は第二次大戦が始まるまで活発に活動していた。彼ら
こそが日本商人のアジアにおけるライバルである。しかし、時には日本人は華僑や印僑の商人網に
依存したりしながらアジアで商いをおこなっていたのであった???。
かつて西嶋定夫氏が東洋史の立場から日本史に対して儒学文化、漢字文化、華夷秩序文化の存在
などを挙げ東アジアを視野に入れた歴史観を提唱した???。また、最近の日本経済史の研究動向は、東
アジアを視野に入れるというよりもアジアそのものを中心とした歴史観にシフトしつつある。『学習
指導要領』でも「アジア」に対して注意を払うよう指摘しているが、最近の経済史の学界動向にあ
るようにまさにアジアを中心として日本史を捉えていくことが必要である。
以上、歴史教育の根本的な問題について論じてきたが、しかしマルクス主義者による歴史研究に
優れたものは無数存在する。本稿が強調したいのは、マルクス主義を歴史理論の支柱からはずし、
その代わりに経済史の学界などで作られつつある新しい理論???を支柱に据えることである。また開
港以降の欧米列強のわが国に対する影響を無視することはできないが、わが国はアジアに位置する
のであるから主眼をアジアに置いた上で欧米列強の影響を考えるべきであることを強調したい。
― ―178
注：
1) クロォチェ、羽仁五郎訳『歴史の理論と歴史』、岩波書店、1952年、147頁。
2) 上山春平『日本文明史１受容と創造の軌跡』、角川書店、1990年、41頁。以下においては、川勝平太「経済史」『経済セ
ミナー増刊ガイダンス経済学』、1989年を参考にした。
3) 同前、42頁。
4) 同前、43頁。
5) 同前、10-11頁、78頁。
6) 尾藤正英「序説 日本史の時代区分」、『江戸時代とはなにか』、36頁。また、同様に網野善彦氏も日本史の転換期を14
世紀の南北の動乱期としている（網野善彦「第５章 天皇と『日本』の国号『日本歴史をみなおす』、筑摩書房、1991
年）。時代区分に対して近世史家、尾藤氏と中世史家網野氏がともに同様の見解を出していると言えよう。しかし、網
野氏は、史料に現れる農民（百姓）は必ずしも農業を営んでいるわけではないと尾藤氏を批判している（網野善彦『続・
日本の歴史をみなおす』、筑摩書房、1996年、９頁。
7) 尾藤、同前、13頁。
8) 文部科学省「第２節 社会」、『中学校学習指導要領（平成10年12月）』改訂版、独立法人国立印刷局、2004年、22-23頁。
9) 文部科学省「第２節 地理歴史」、『高等学校指導要領（平成11年３月、平成19年３月改正版、独立法人国立印刷局、34-37
頁。
10) 川勝平太『経済史入門』、日本経済新聞社、2003年、21-24頁。上山氏によると歴史区分の古代→中世→近代とする三区
分法の起源はマルクスではないが、わが国の歴史学界はマルクス史観と混用した歴史区分をおこなってきた（上山、前
掲、『受容と創造の軌跡』、86-87頁）。こうしたマルクス主義者の時代区分は「戦後の日本において一種のドグマ（教義）
（上山、同前、88頁）」であった。
11) 安良城盛昭『太閤検知と石高制』、日本放送出版会、1965年。あるいは、安良城盛昭『幕藩体制社会の成立と構造』（増
訂第４版）、御茶ノ水書房、1986年。
12) 石井寛治『日本経済史』、1976年、東京大学出版会、３頁。
13) 同前、３頁。
14) カール・マルクス╱武田隆夫、大内力、遠藤湘吉、加藤俊彦訳「序言」、『経済学批判』、岩波書店、３頁。
15) 川勝平太『日本文明と近代西洋』、日本放送出版会、1991年。あるいは前掲、『経済史入門』などに川勝氏の理論がまと
められている。
16) カール・マルクス、長谷部文雄訳『資本論』第１巻、角川文庫、1962年、177頁。
17) 川勝平太「明治前期内外綿関係品の品質」、『早稲田大学政治経済雑誌』251、252合併号、1977年、185-193頁。
18) 同前、204頁。なお、「番手」とは、糸の太さを表すのに使う単位である。840ヤードで１ポンドのものを一番手として、
長さが番手の数に比例し、細いほど多くなる。
19) 同前、199頁。
20) 前掲、『日本経済史入門』、180-183頁。
21) 川勝平太「アジア木綿市場の構造と展開」、『社会経済史学』50-１、101-105頁および川勝氏の前掲論文「明治前期内外
関係品の品質」でも論じられている。しかし、イギリス綿布（金巾）はこの時期輸入されていたので、内外綿布は品質
差の相違はあるので不完全競争ではあるが競合関係が存在していたとして、高村直助氏より批判があった（高村直助「明
治維新の“外圧”をめぐる一、二の問題」、『社会科学研究』39-４、1987年）。しかし、こうした論争をふまえ当時の織
物業の動向を研究している谷本雅之氏も薄地布である輸入金巾は、裏地か下着に用いられ競合関係が余りないと考えて
いる（谷本雅之『日本における在来的経済発展と織物業』、名古屋大学出版会、1998年、236頁）。
22) 川勝平太「木綿の西方伝播」、『早稲田政治経済雑』270、271、272合併号、129-134頁。
23) 前掲、『高等学校学習指導要領』、37頁。数量経済史研究会に属する研究者が中心となって編纂して岩波書店より刊行さ
れた『日本経済史』全８巻では「産業革命」に該当する時代の題名が『産業化の時代』上・下、1990年、岩波書店となっ
ており「産業革命」という用語が使用されていない。
24) 文部科学省『高等学校学習指導要領解説 地理歴史編』、実教出版、141頁。
25) 鈴木淳「日本の産業革命はいつか」、『日本歴史』700頁、2006年。
26) 同前、125頁。
27) 同前、125頁。
― ―179
日本史教育に対する再考
28) 前掲、石井寛治『日本経済史』、125頁。
29) 同前、125頁。
30) 大塚久雄「産業革命と資本主義」、『大塚久雄著作集』第５巻、1969年、424頁。
31) 大石嘉一郎「序章 課題と方法」、大石嘉一郎編『日本産業革命の研究』、東京大学出版会、1975年、４頁。
32) 例えば、ピーター＝マサイアス、小松芳喬「第１章緒言産業革命-その存在証明と起源」、『最初の工業国家』（改訂新版）、
日本評論社、1988年。また、近年議論されている「ジェントルマン資本主義」（P.ケイン・A.ホプキンズ、竹内幸雄・
秋田茂訳『ジェントルマン資本主義と大英帝国』、岩波書店、1994年、P.ケイン・A.ホプキンズ、竹内幸雄・秋田茂訳
『ジェントルマン資本主義の帝国Ⅰ』、名古屋大学出版会、1997年、P.ケイン・A.ホプキンズ、木畑洋一・旦祐介訳『ジェ
ントルマン資本主義の帝国Ⅱ』、名古屋大学出版会、1997年。あるいは竹内幸雄『イギリス人の帝国』、ミネルヴァ書房、
2000年を参照。マルクス主義者が考えてきた資本主義の担い手を産業資本家とする考えとは大幅に異なる。かつてわが
国の学界をリードした大塚史学の周知の「ヨーマンリーの両極分解」は、日本史に対しても理論モデルとして多大な影
響を与えてきたが、イギリスの学界動向はこれとは明らかに異なる。川北稔氏によるとジェントルマン資本主義の対立
理論は、いわゆる「財政・軍事国家」論である（川北稔『改訂版 ヨーロッパと近代世界』、放送大学教育振興会、2001
年、98頁）。
33) 道重一郎「イギリス産業革命の再検討－経済発展の連続性と断絶説をめぐって」、『土地制度史学』141頁、1993年。
34) 速水融「序論－経済社会の成立とその特質」、社会経済史学編『新しい江戸時代史像をもとめて』、東洋経済新報社、1977
年、速水融『近世濃尾地方の人口・経済・社会』、創文社、1992年。
35) 速水融・宮本又郎「概説 17～18世紀」、速水融・宮本又郎『経済社会の成立』、岩波書店、1988年、42-63頁。
36) 速水、前掲、「経済社会の成立とその特質」、11頁。
37) 速水、同前、12-13頁。
38) 穐本洋哉氏もまた、『防長風土注進案』を史料に用い、速水氏の理論に実証を試みている（穐本洋哉『前工業化の経済』、
ミネルヴァ書房、1987年、72-77頁）。
39) ドナルド＝トビ、速水・永積・川勝訳『近世日本の国家形成と外交』、創文社、1990年（原著は、米国で1984年に出版
されている）。なお、すでにトビ氏は1976年社会経済史学会に報告しそれを基にして77年「初期徳川政策における『鎖
国』の位置づけ－幕府正当性確立の問題からみて－」、前掲、『新しい江戸時代史像を求めて』を発表しているが、「鎖
国」を否定する議論を最初におこなったのは、鎖国は、幕府の海禁政策であるとする荒野泰典氏（荒野泰典『近世日本
と東アジア』、東京大学出版会、1988年）である。荒野氏の一連の研究は学界に影響を与えた。トビ氏の多くの論文は
ほぼ同時代に英語で発表されているため荒野氏がわが国では最初の「鎖国」の否定者と見做されているようである（同
書の共訳者である川勝平太先生より教示を受けた）。トビ氏は同書の「日本語版によせて」で「近世日本の国際関係は
『鎖国』により定義されるのが定説であった。諸外国との関係を断った時代の『外交史』の研究を試みようとする留学
生は、一般の日本人には、さぞやお笑い草であったろう」と回顧している。米国人であったトビ氏は既成概念に捉われ
ず日本人には考えられないような独創的な研究をおこなったと言える。また、江戸時代初期の外交は近年、永積洋子氏
（永積洋子『近世初期の外交』、創文社、1990年）。あるいは、幕府の政策担当者を分析した山本博文氏の研究がある。
山本氏の研究は海外関係を視野に入れている。いわゆる「鎖国」が完成したとする「寛永期（1624～44年）」を反対に、
幕府の外交が政策決定に大きく影響していることを明らかにしている（山本博文『寛永時代』、吉川弘文館、1989年）。
最近では、江戸時代の対外交渉を扱ったものとしては、池内敏氏『大君外交と「武威」』、名古屋大学出版会、2006年が
ある。
40) トビ氏は幕府の正当性と外交との関係に着目している朝尾直弘氏の見解も援用している（朝尾直弘『鎖国』、小学館、
1975年、21頁）。
41) トビ、前掲、『近世日本の国家形成と外交』、74-94頁。周知のように幕府は、一度だけ、新井白石の進言により1711年
に朝鮮通信使にもたらされる国書で「日本国王」と呼ばれるがこの時代には、幕府の正当性が確立している。これは中
国から冊封された「日本国王」号ではない。しかし、1719年には「日本国大君」に戻している（上垣外憲一「朝鮮外交
の活躍」、『雨森芳洲』、中央公論者、1989年）。
42) 幕府は最初は、日本国年号を用いず、当年に当たる漢語「龍集」あるいは、「龍輯」という語と干支を用いた（トビ、
前掲、81頁）。
43) トビ、同前、58頁。
44) 永積洋子、前掲、『近世初期の外交』、83頁。なお、オランダが日本に対する貿易が好況であったのは1634～40年のまさ
に「束の間」であり、偶然幕府が政策を決定する時と一致している。実は幕府は、島原の乱の直後ただちにポルトガル
― ―180
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